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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第77期

第１四半期連結

累計(会計)期間

第78期

第１四半期連結

累計(会計)期間

第77期

会計期間
自　平成22年１月１日

至　平成22年３月31日

自　平成23年１月１日

至　平成23年３月31日

自　平成22年１月１日

至　平成22年12月31日

営業収益 （千円） 7,385,102 6,504,476 27,444,296

経常利益 （千円） 1,272,267 809,502 2,364,809

四半期（当期）純利益 （千円） 1,022,353 672,318 1,310,552

純資産額 （千円） 10,716,963 11,358,493 11,023,907

総資産額 （千円） 58,101,923 52,747,092 49,666,247

１株当たり純資産額 （円） 260.83 276.44 268.30

１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） 24.88 16.36 31.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 18.4 21.5 22.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 2,560,717 2,635,596 6,881,285

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 3,541,047 △380,779 5,199,931

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △5,777,300 △300,678 △12,534,996

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 3,487,598 4,663,492 2,709,354

従業員数 （名） 906 915 913

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　
　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 915 (418)

(注) １　従業員数は就業人員であり、契約社員及び受入出向者は従業員の内数とし、当社グループ外への出向者は含め

ておりません。

２　(　)内に当第１四半期連結会計期間の平均臨時雇用者数を外数で記載しております。

　

　

(2)　提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 495

(注) 　従業員数は就業人員であり、契約社員及び受入出向者は従業員数の内数とし、社外への出向者は含めておりませ

ん。
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第２ 【事業の状況】

１ 【営業の状況】

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

　また、当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17

号 平成21年３月27日）及び「セグメントの情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。なお、各セグメントの営業収益へ与える影響は

ありません。

セグメントの名称 　営業収益(千円) 前年同期比(％)

仲介事業 596,297 △43.2

アセットソリューション事業 1,913,655 △38.5

販売受託事業 1,122,202 150.7

賃貸事業 2,872,320 3.4

合計 6,504,476 △11.9

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日)

営業収益(千円) 割合(％) 営業収益(千円) 割合(％)

東京建物株式会社 549,651 7.4 841,861 12.9

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（仲介事業）

区分

前第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日) 前年同期比

（％）
件数
（件）

取扱高
（千円）

営業収益
（千円）

件数
（件）

取扱高
（千円）

営業収益
（千円）

　 　 首都圏 16119,967,025795,223170 10,054,042448,125△43.6

　 　 その他 30 5,867,577143,72033 4,647,475100,866△29.8

　  売買仲介計 19125,834,602938,943203 14,701,517548,991△41.5

　 賃貸仲介計 10 － 4,166 19 － 9,000 116.0

仲介手数料計 201 － 943,110222 － 557,992△40.8

その他 － － 106,515－ － 38,304△64.0

合計 － － 1,049,626－ － 596,297△43.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（アセットソリューション事業）

区分

前第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日) 前年同期比

(％)
営業収益(千円) 営業収益(千円)

販売用不動産売上高 1,800,580 1,357,270△24.6

その他 1,308,594 556,385△57.5

合計 3,109,174 1,913,655△38.5

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

 (販売受託事業)

区分

前第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日) 前年同期比

（％）
戸数
（戸）

取扱高
（千円）

営業収益
（千円）

戸数
（戸）

取扱高
（千円）

営業収益
（千円）

　 　首都圏 198 8,241,289266,436 43523,139,389763,501186.6

　 　その他 147 4,790,871150,480 2629,158,474299,349 98.9

仲介手数料計 34513,032,160416,917 69732,297,8641,062,850154.9

その他 － － 30,704 － － 59,351 93.3

合計 － － 447,622 － － 1,122,202150.7

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

 (賃貸事業)

区分

前第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日) 前年同期比

(％)
管理戸数(戸)または
管理面積(㎡)

営業収益
(千円)

管理戸数(戸)または
管理面積(㎡)

営業収益
(千円)

管理
住宅 43,658戸

1,558,285
住宅 48,166戸

1,593,2882.2
オフィス等 93,768㎡ オフィス等 96,347㎡

賃貸
住宅 876戸

663,104
住宅 889戸

690,324 4.1
オフィス等 19,434㎡ オフィス等 25,940㎡

清掃 オフィス等 689,002㎡442,664オフィス等 676,153㎡429,492△3.0

その他 － 114,624 － 159,216 38.9

合計 － 2,778,678 － 2,872,3203.4

(注) １　管理戸数または管理面積は、期末時点の戸数または面積を記載しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善や各種政策効果等を背景に、個

人消費の持ち直しや企業収益の改善が見られたものの自律性は弱く、また３月11日に発生した東日本

大震災の影響等もあり、依然として厳しい状況が続いております。

当不動産流通業界におきましては、J-REITやデベロッパーによる物件取得、新築分譲マンションの

契約率改善等、不動産市況に回復の兆しが見え始めておりましたが、東日本大震災を受け３月の首都

圏の中古住宅の成約件数の大幅な減少や、首都圏新築マンション供給戸数が予想供給戸数を一割強下

回る等、震災による影響が表れており、今後も影響が多岐にわたり長期化することが懸念されます。

このような状況において当社グループは、販売受託事業において引渡し戸数と手数料収入が大幅に

増加したものの、アセットソリューション事業において販売用不動産の売却が減少したこと、及び仲

介事業における大型取引が減少したことにより、当第１四半期連結会計期間における営業収益は65億

４百万円（前年同期比11.9％減）となりました。また、アセットソリューション事業において出資先

のSPCからの配当収入が減少した結果、営業利益は８億９千６百万円（前年同期比35.4％減）、経常利

益は８億９百万円（前年同期比36.4％減）となりました。なお、資産除去債務に関する会計基準の適

用による影響額２千５百万円と、東日本大震災に伴い、アセットソリューション事業において保有し

ている不動産の補修費用７千万円を特別損失にて計上した結果、四半期純利益は６億７千２百万円

（前年同期比34.2％減）となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基

準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメントの情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。このため、前第１四半期連結会

計期間の数値を新セグメントに組み替えて比較しております。

 

　

(仲介事業)

法人仲介において、投資用不動産等の大型案件の取引が減少し、手数料収入が減少いたしました。

この結果、営業収益は５億９千６百万円（前年同期比43.2％減）、営業損失は３千８百万円（前年

同期は営業利益３億５千万円）となりました。

　

(アセットソリューション事業)

販売用不動産の売却が減少したこと、及び出資先のSPCからの配当収入が減少いたしました。

この結果、営業収益は19億１千３百万円（前年同期比38.5％減）、営業利益は４億４千３百万円

（前年同期比54.7％減）となりました。

　

(販売受託事業)

首都圏を中心として引渡し戸数が増加いたしました。なお、当第１四半期連結会計期間において、

「Brillia WELLITH 文京千駄木」（東京都文京区）、「Brillia 日本橋人形町」（東京都中央区）、

「Brillia 茨木下中条」（大阪府茨木市）等の引渡しを行いました。

この結果、営業収益は11億２千２百万円（前年同期比150.7％増）、営業利益は３億３千７百万円

（前年同期は営業損失８千６百万円）となりました。

　

(賃貸事業)

管理戸数が増加したこと等により、営業収益は28億７千２百万円（前年同期比3.4％増）、営業利益

は４億７千８百万円（前年同期比1.5％増）となりました。
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(2)　財政状態の分析

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は527億４千７百万円（前連結会計年度末比6.2％

増）となりました。これは主として、現金及び預金が19億５千４百万円増加したこと及び有形固定資

産が12億３千３百万円増加したことによるものであります。

　

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債は413億８千８百万円（前連結会計年度末比7.1％増）

となりました。これは主として、受託預り金が22億３百万円増加したことによるものであります。

　

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は113億５千８百万円（前連結会計年度末比3.0％

増）となりました。これは主として、剰余金の配当により３億２千８百万円減少した一方、四半期純利

益を６億７千２百万円計上したことにより増加したことによるものであります。

　

(自己資本比率)

当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は21.5％（前連結会計年度末比0.7ポイント

減）となりました。

　

(１株当たり純資産額)

当第１四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は276円44銭（前連結会計年度末比８円

14銭の増加）となりました。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から19億５千４百

万円増加し、46億６千３百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間において営業活動により得られた資金は、26億３千５百万円（前年同期

比７千４百万円の増加、2.9％増）となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益７億１

千万円を計上したこと及び受託預り金が22億３百万円増加したことによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間において投資活動により使用した資金は、３億８千万円（前年同期は35

億４千１百万円の収入）となりました。これは主として、有形固定資産の取得により13億１千５百万

円支出したことによるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間において財務活動により使用した資金は、３億円（前年同期比54億７千

６百万円の減少、94.8％減）となりました。これは主として、配当金の支払額３億２千８百万円による

ものであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、以下の設備を取得いたしました。

会社名 セグメントの名称
事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額

(千円)

提出会社 賃貸事業
ines FUKUYAMA

(広島県福山市)
賃貸ビル 1,234,241

　

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画中であった、賃貸ビルであるines FUKUYAMA(広島県福山市)の取得につきま

しては、平成23年２月に完了いたしました。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。

　

EDINET提出書類

東京建物不動産販売株式会社(E04058)

四半期報告書

10/26



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年３月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 41,088,508 41,088,508
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は
100株であります。

計 41,088,508 41,088,508－ －

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成23年１月１日～

平成23年３月31日
－ 41,088,508 － 3,108,506 － 2,553,050

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年12月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

①　【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株)
議決権の数
(個)

内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 　

－ －普通株式 100

　 　

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,085,200410,852
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 3,208 － 同上

発行済株式総数 　 41,088,508 － －

総株主の議決権 　 － 410,852 －

　

②　【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 東京都新宿区西新宿 　 　 　 　

東京建物不動産販売㈱ 一丁目25番１号 100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年

１月
２月 ３月

最高(円) 355 348 335

最低(円) 268 310 197

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。

　
　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役専務取締役
住宅営業本部長

兼住宅販売部長
代表取締役専務取締役 住宅営業本部長 横山　裕 平成23年３月30日

EDINET提出書類

東京建物不動産販売株式会社(E04058)

四半期報告書

12/26



第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連

結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月

１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３

月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,663,492 2,709,354

営業未収入金 917,424 732,506

販売用不動産 ※2
 22,036,402

※2
 21,543,869

未成業務支出金 672,370 786,421

株主に対する短期貸付金 418,548 1,406,623

その他 1,904,647 1,612,678

貸倒引当金 △20,441 △20,021

流動資産合計 30,592,445 28,771,431

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 8,446,645

※1
 7,227,119

土地 7,555,839 7,555,839

その他（純額） ※1
 105,935

※1
 92,153

有形固定資産合計 16,108,421 14,875,111

無形固定資産 229,559 234,170

投資その他の資産

投資有価証券 3,556,333 3,529,637

敷金及び保証金 1,582,806 1,608,232

その他 680,888 655,409

貸倒引当金 △3,362 △7,746

投資その他の資産合計 5,816,666 5,785,532

固定資産合計 22,154,647 20,894,815

資産合計 52,747,092 49,666,247
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 709,225 632,945

短期借入金 17,628,377 10,421,127

未払法人税等 62,028 249,085

賞与引当金 332,169 83,042

役員賞与引当金 22,212 63,850

前受金 845,031 974,076

受託預り金 4,454,669 2,251,363

預り金 2,210,855 1,369,219

その他 987,646 1,148,726

流動負債合計 27,252,216 17,193,437

固定負債

長期借入金 7,673,500 14,852,500

退職給付引当金 1,393,476 1,372,670

役員退職慰労引当金 86,034 123,672

長期預り敷金保証金 4,978,066 4,894,773

その他 5,305 205,286

固定負債合計 14,136,382 21,448,901

負債合計 41,388,598 38,642,339

純資産の部

株主資本

資本金 3,108,506 3,108,506

資本剰余金 6,415,055 6,415,055

利益剰余金 1,821,914 1,478,302

自己株式 △60 △60

株主資本合計 11,345,416 11,001,804

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,077 22,103

評価・換算差額等合計 13,077 22,103

純資産合計 11,358,493 11,023,907

負債純資産合計 52,747,092 49,666,247
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

営業収益 7,385,102 6,504,476

営業原価 5,547,608 5,153,074

営業総利益 1,837,493 1,351,402

販売費及び一般管理費 ※1
 448,687

※1
 454,661

営業利益 1,388,805 896,740

営業外収益

受取利息 27,269 4,484

受取配当金 － 4,191

その他 8,057 7,209

営業外収益合計 35,326 15,885

営業外費用

支払利息 150,574 103,121

その他 1,290 2

営業外費用合計 151,865 103,124

経常利益 1,272,267 809,502

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,050 6

特別利益合計 1,050 6

特別損失

固定資産除却損 3,810 2,213

減損損失 9,998 1,298

災害による損失 － ※2
 70,460

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,402

特別損失合計 13,809 99,374

税金等調整前四半期純利益 1,259,508 710,135

法人税、住民税及び事業税 155,387 51,998

法人税等調整額 81,767 △14,182

法人税等合計 237,154 37,816

少数株主損益調整前四半期純利益 － 672,318

四半期純利益 1,022,353 672,318
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,259,508 710,135

減価償却費 87,793 96,634

災害損失 － 69,100

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 25,402

減損損失 9,998 1,298

引当金の増減額（△は減少） 247,428 186,693

受取利息及び受取配当金 △27,269 △8,676

支払利息及び社債利息 150,574 103,121

売上債権の増減額（△は増加） △40,706 △180,916

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,443,132 △380,876

仕入債務の増減額（△は減少） 21,704 76,280

前受金の増減額（△は減少） 93,895 △129,045

受託預り金の増減額（△は減少） △827,347 2,203,305

預り金の増減額（△は減少） 733,198 841,636

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 18,885 23

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △139,719 83,293

その他 130,510 △567,585

小計 3,161,588 3,129,825

利息及び配当金の受取額 24,729 8,677

利息の支払額 △200,231 △195,058

法人税等の支払額 △425,368 △307,847

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,560,717 2,635,596

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △17,955 △1,325,055

投資有価証券の取得による支出 △96,329 △66,281

投資有価証券の売却及び償還による収入 23,000 25,120

関係会社貸付金の回収による収入 4,038,000 －

ＣＭＳによる短期貸付金の純増減額（△は増
加）

△401,449 988,074

その他 △4,217 △2,637

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,541,047 △380,779

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,800,000 4,000,000

長期借入れによる収入 1,500,000 2,500,000

長期借入金の返済による支出 △1,271,250 △6,471,750

配当金の支払額 △206,050 △328,928

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,777,300 △300,678

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 324,465 1,954,138

現金及び現金同等物の期首残高 3,163,133 2,709,354

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,487,598

※1
 4,663,492
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及
び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して
おります。

なお、これによる営業利益及び経常利益は1,762千円、税金等調整前四半期純利益は27,164千円それぞれ減少してお
ります。

　

【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日)

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき、財務諸表等規則等の一部
を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少数株
主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日)

連結納税制度の適用

当第１四半期連結会計期間より、連結納税制度を適用しております。 
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成23年３月31日)

前連結会計年度末

(平成22年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 2,609,078千円
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 2,531,186千円
　

※２　担保資産
担保に供されている資産について、事業の運営に
おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度
の末日に比べて著しい変動が認められるものは、
次のとおりであります。

※２　担保資産
 

販売用不動産  9,857,393千円
　

販売用不動産 15,021,036千円

　３　偶発債務 　３　偶発債務

(1)　保証債務 12,307,001千円

(注) 抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入
者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅
ローンに対するものであります。

(1)　保証債務 9,100,927千円

(注) 抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入
者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅
ローンに対するものであります。

(2)　売買予約 3,025,500千円

(注) 出資先の不動産等に対するものであります。

(2)　売買予約 3,025,500千円

(注) 出資先の不動産等に対するものであります。
　４　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行８行と当座貸越契約を締結しており
ます。
また、当社グループは東京建物株式会社が導入し
ているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加し
ております。
これらに基づく当第１四半期連結会計期間末に
おける当座貸越契約及び貸出コミットメントに
かかる借入金未実行残高等は以下のとおりであ
ります。

　当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

32,000,000千円

　貸出実行残高 4,000,000千円

　差引額 28,000,000千円

　４　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行８行と当座貸越契約を締結しており
ます。
また、当社グループは東京建物株式会社が導入し
ているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加し
ております。
これらに基づく当連結会計年度末における当座
貸越契約及び貸出コミットメントにかかる借入
金未実行残高等は以下のとおりであります。
 
　当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

32,000,000千円

　貸出実行残高 －千円

　差引額 32,000,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年１月１日

　至　平成23年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当及び賞与 101,411千円

退職給付費用 5,562千円

賞与引当金繰入額 20,226千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,642千円

役員賞与引当金繰入額 15,963千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当及び賞与 98,005千円

退職給付費用 7,963千円

賞与引当金繰入額 25,953千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,962千円

役員賞与引当金繰入額 22,212千円

─────────────

 
 

※２　災害による損失

東日本大震災による損失額であり、内訳は次のと
おりであります。

保有不動産の補修費用 70,460千円
　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年１月１日

　至　平成23年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関
係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関
係

現金及び預金 3,487,598千円

現金及び現金同等物 3,487,598千円
　

現金及び預金 4,663,492千円

現金及び現金同等物 4,663,492千円
　

　 　

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び

当第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 41,088,508

　

２　自己株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 121

　

３　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月29日
定時株主総会

普通株式 328,707 ８ 平成22年12月31日平成23年３月30日利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　

　
仲介事業

(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業

(千円)

販売受託
事業

(千円)

賃貸事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する営業収益

1,049,6263,109,174447,6222,778,6787,385,102 － 7,385,102

(2)セグメント間の
内部営業収益
又は振替高

64,196 － 796 13,60478,596(78,596) －

計 1,113,8223,109,174448,4182,792,2837,463,698(78,596)7,385,102

営業利益又は
営業損失（△）

350,748979,289△86,067596,9661,840,937(452,131)1,388,805

(注) １　事業区分は、役務提供の形態別区分によっております。

２　各事業の主な内容

(1) 仲介事業　　　　　　　　　　　：不動産の仲介及びそれに付帯する業務

(2) アセットソリューション事業　　：不動産の再販及びそれに付帯する業務

(3) 販売受託事業　　　　　　　　　：不動産の販売受託及びそれに付帯する業務

(4) 賃貸事業　　　　　　　　　　　：不動産の賃貸・賃貸管理及びそれに付帯する業務

　
【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　  連結会社が本邦以外の国又は地域に存在しないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　  連結会社が本邦以外の国又は地域における売上を有しないため、記載しておりません。
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【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、不動産の仲介、アセットソリューション、販売受託、賃貸を主な事業とし、さらに各事業に関連した

付帯サービス等の事業活動を展開しております。報告セグメントについては、不動産の「仲介事業」、「アセットソ

リューション事業」、「販売受託事業」、「賃貸事業」としております。

「仲介事業」は不動産の仲介及びそれに付帯する業務、「アセットソリューション事業」は不動産の再販及びそれ

に付帯する業務、「販売受託事業」は不動産の販売受託及びそれに付帯する業務、「賃貸事業」は不動産の賃貸・管

理及びそれに付帯する業務を行っております。

　

２　報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

　

　
仲介事業
(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業
(千円)

販売受託
事業
(千円)

賃貸事業
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)
(注)１

四半期連結損
益計算書計上

額
(千円)
(注)２

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業
収益

596,2971,913,6551,122,2022,872,3206,504,476 － 6,504,476

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

46,143 － 5,721 13,35565,220△65,220 －

計 642,4411,913,6551,127,9232,885,6766,569,697△65,2206,504,476

セグメント利益
又は損失（△）

△38,979443,718337,135478,0111,219,886△323,145896,740

(注) １　セグメント利益又は損失（△）の調整額△323,145千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
　

当第１四半期連結会計期間末

(平成23年３月31日)

前連結会計年度末

(平成22年12月31日)

　

　 276円44銭

　

　

　 268円30銭

　
　 　

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

第１四半期連結累計期間
　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年１月１日

至　平成23年３月31日)

　

１株当たり四半期純利益 24円88銭

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

－

　

　

１株当たり四半期純利益 16円36銭

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

－

　
　 　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　 　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

至　平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年１月１日

至　平成23年３月31日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益 （千円） 1,022,353 672,318

　普通株式に係る四半期純利益 （千円） 1,022,353 672,318

　普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

　普通株式の期中平均株式数 （株） 41,088,408 41,088,387

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年５月１４日

東京建物不動産販売株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    多田      修    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    神山    宗武    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    善方    正義    ㊞

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

東京建物不動産販売株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日までの連結会計年度の第１

四半期連結会計期間（平成２２年１月１日から平成２２年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間

（平成２２年１月１日から平成２２年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物不動産販売株式会社及び連結子会社

の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

東京建物不動産販売株式会社(E04058)

四半期報告書

25/26



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年５月１３日

東京建物不動産販売株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    多田      修    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    神山    宗武    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    善方    正義    ㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

京建物不動産販売株式会社の平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間（平成２３年１月１日から平成２３年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平

成２３年１月１日から平成２３年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物不動産販売株式会社及び連結子会社

の平成２３年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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